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経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

関市西商工会（法人番号 ８２００００５００８０９３） 

関市    （地方公共団体コード ２１２０５９） 

実施期間 令和５年４月１日 ～ 令和１０年３月３１日 

目標 

① 魅力ある商品・サービスづくりによる経営力向上 

② 売上・利益獲得に向けた積極的な販路開拓活動 

③  確実な事業承継と活発な創業活動 

④ 対話と傾聴を通じた課題設定型の支援 

事業内容 

１．地域の経済動向調査に関すること 

  国・県・関市や他機関の経済・経営動向の中から、地域の事業者に密着した情

報を収集して整理・集約し、その内容をレポートにまとめ、定期的に地域の小規

模事業者に提供し、情報を活用した経営の意識付けを行う。 

２．需要動向調査に関すること 

  地域の小規模事業者の商品・サービスについて、直接的な顧客ニーズと、一般

的に公表されているデータを合わせて分析し提供する。商品開発・販路開拓・タ

ーゲット見直し等、ニーズに合わせて必要とする需要動向調査を積極的に支援す

る。 

３．経営状況の分析に関すること 

  対話と傾聴を通し、経営分析（定量・定性）の必要性や重要性を説明する。分

析し、経営課題の発見や解決に繋げるためにも、事業計画策定に繋げる。 

４．事業計画策定支援に関すること 

  ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識習得のためのセミナーを実施する。地域の

小規模事業者に事業計画策定の意義や重要性を理解いただき能動的に取り組む

ため、対話と傾聴を通じたサポートを行う。 

５．事業計画策定後の実施支援に関すること 

  計画の着実な実行のため、事業計画を策定した全事業者に対して、定期的・継

続的にフォローアップを行う。問題点等が発生した場合は必要に応じ、第三者の

視点を求め、問題解決に向けた計画変更支援を実施する。 

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

  展示会・商談会への出展、物販ブースへの出店を支援する。その他、ＳＮＳの

活用やＥＣサイト利用等、ＤＸ活用に向けた非対面での新たな需要開拓支援を行

う。 

７．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

  経営発達支援計画に基づいた支援の実施状況を、外部有識者・行政・法定経営

指導員を加え組織にて、毎年度 1回以上実施し、評価結果を閲覧可能にする。 

８. 経営指導員等の資質向上等に関すること 

   ＤＸ推進に向けて、小規模事業者への情報提供や経営指導を行うためにも、支

援する側の経営指導員等全職員の知識習得に努める。また、情報の共有・データ

ベース化を実施し、当商工会全体での支援能力の向上を図る。 

 

連絡先 

関市西商工会   

〒501-2603 岐阜県関市武芸川町八幡 1443-4 

ＴＥＬ：0575-46-3631 ＦＡＸ：0575-46-3890 

             Ｅ-mail：sekinishi@ml.gifushoko.or.jp 

 

 関市 産業経済部 商工課 

          〒501-3894 岐阜県関市若草通 3-1 

ＴＥＬ：0575-23-6753 ＦＡＸ：0575-23-7741 

             Ｅ-mail：shoko@city.seki.lg.jp 
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関 市 西 商 工 会
http://www.gifushoko.or.jp
/sekishinishi/

ＴＥＬ 0 5 7 5 - 4 6 - 3 63 1

ＦＡＸ 0 5 7 5 - 4 6 -3 890

地域経済動向調査ＲＥＰＯＲＴ

２０２３年 第２号

本レポートは、経済産業大臣の認定を受けた経営発達支援計画に基づき作成・発刊いたします。

突然発生します！
地震、水害、感染症拡大などの緊急事態

緊急時に倒産や事業縮小を余儀なくされないためには、平常時から準備しておき、緊急
時に事業の継続・早期復旧を図ることが重要となります。

自然災害や感染症拡大の影響は、個々の事業者だけでなく、サプライチェーン（取引先等）
全体にも大きな影響を及ぼすおそれがあります。

認定を受けた事業者は、税制措置や金融支援、補助金の
加点などの支援策が受けられます。

中小企業・小規模事業者の自然災害等に対する事前対策（防災・減災対策）を促進する
ため、事業者がその取組内容（事前対策）をとりまとめた計画（名称：事業継続力強化計画）
を国が認定する制度が創設されました。

家族経営なので家族で防災対策を話し合うきっかけになりました。
こうしたきっかけが無ければ、家族で防災の取組を話し合うことも
ありませんでした。防災の取組については災害が起こらない可能
性もあり、面倒くさいという意識がある方も多いと思います。しか
し国の施策があるので活用しない手はないと思っています。

（クリーニング業：個人事業主）

◆認定を受けた事業者の声◆

新型コロナウィルスが流行した際、改めて生徒や職員を守る上で
‘’想定外のこと‘’が起きた時にどのように対応して準備するか
が大切だと実感しました。ものづくり補助金の加点措置になること
で本制度を知り、事業継続力強化計画を策定することで今一度
災害時の初動対応や事前対策を整理して、万が一の時の影響を
最小限に抑えたいと考え、計画の策定に至りました。

（学習塾経営：株式会社）

事業継続力強化計画の認定事業者数は、約36,500件
（令和3年12月末時点）です！

次はあなたが！
商工会がお手伝いいたします。

【関東経済産業局HPに掲載されている
モデル事例から抜粋して記載しています。】

令和５年度 経営発達支援計画に係る事業評価報告書 
 

 本会は、経済産業省より令和５年４月に小規模事業者の事業計画作成・実施支援や 

技術の向上、新たな事業の分野の開拓などを行い、事業の継続的発展を支援するため

の経営発達支援計画が認定され、この計画に基づき小規模事業支援を行った。 

 その事業実績についての評価は次のとおりです。 

 

【評価の目的】 経営発達支援計画に基づいて実施した事業の客観的な評価を行い、 

        次年度以降の各事業の見直し等につなげることを目的とする。 

 

総合評価における基準は、各項目の目標に達する達成度合いで評価している。 

  Ａ：目標を達成することができた。（１００％以上） 

  Ｂ：目標を概ね達成することができた。（８０～９９％） 

  Ｃ：目標を半分程度しか達成することができなかった。（３０～７９％） 

  Ｄ：目標をほとんど達成することができなかった。（３０％未満） 

 

 

１．地域の経済動向調査に関すること 

  岐阜県並びに関係機関から報告される経済動向や経営動向に関する情報を分析 

し、当商工会地域の小規模事業者に該当する情報を収集して整理、集約し、その内

容をわかりやすくレポートにまとめ年４回、小規模事業者へ情報提供した。 

 

① 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▸全国の小規模企業景気動向調査 

地域別景況予報 2023年9～11月期見通し

▸岐阜県最低賃金

▸事業所規模別 平均賃金の推移 ▸ハローワーク別 有効求人倍率の推移

酷暑や災害に阻まれ持続的な回復はまだ遠い小規模企業景況

全国の商工会経営指導員が実施した２３年７月期の小規模
事業景況調査の結果です。産業全体では売上額DIが小幅に改
善、資金繰り・業況DIはわずかに悪化ました。夏休みシーズ
ンのレジャー需要や、自粛されていたイベントの活発化が売
上改善に繋がりましたが、猛暑や豪雨の影響で期待以上に客
足は伸びていません。一方でコスト高や、従業員不足による
受注機会のロス、ゼロゼロ融資の元金返済開始により資金繰
りが立ち行かず、廃業を選択する事業者が増加傾向にありま
す。 【出典：全国商工会連合会 ７月期小規模事業者景気動向調査】

年/月 増加 減少 DI

22/7 4.4 -42.9 -38.5

8 5.2 -39.8 -34.6

9 5.9 -36.4 -30.5

10 6.1 -36.2 -30.1

11 6.2 -37.0 -30.8

12 6.6 -34.3 -27.7

23/1 5.7 -39.2 -33.5

2 6.2 -36.1 -29.9

3 7.5 -30.8 -23.3

4 10.4 -28.7 -18.3

5 10.7 -25.1 -14.4

6 10.2 -23.4 -13.2

7 10.1 -24.2 -14.1
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半導体不足の解消と食品製造の受注が堅調で
あることから、生産活動と設備投資がけん引
し3ヵ月後の景気は良化を見込んでいます。
唯一、飛騨・郡上地域は観光客は増えている
ものの、人手不足により受け入れ体制が整っ
ていない事や土木関連で公共工事の減少の影
響が大きく悪化の見通しとなっています。企
業収益は原材料、人件費、燃料費等の高騰に
価格転嫁が追いつかず、すべての地域で悪化
する見通しとなっています。

【出典：株式会社OKB総研 景気指数調査
（公開値の加工編集を行っていおります）】
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現金給与総額（対前年同月比）

従業員5人以上 従業員30人以上

令和５年６月の現金給与総額（特別に支払われ
た額を含む）は、規模５人以上で402,573 円、
前年同月比5.4％増で、２ヶ月連続で前年同月を
上回りました。また規模30人以上では455,565 
円、前年同月比1.0％減で、２ヶ月ぶりに前年同
月を下回りました。

【出典：岐阜県統計情報 毎月勤労統計調査】

また、厚生労働省７月の毎月勤労統計調査（速
報、従業員５人以上、全国）によると物価変動
を加味した実質賃金は前年同月比２・５％減で
１６カ月連続のマイナスで減少幅は前月より拡
大。賃金上昇が物価高騰に追い付いておらず、
家計を圧迫する状況が続いているとの事です。
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■有効求人倍率はほぼ横ばいの動き 労働局では

「一部に改善の動きが見られるが物価上昇などが雇用

に与える影響に注意する必要がある」としています

令和５年１０月１日から

９５０円（時間額）
昨年より
４０円UP

岐阜県最低賃金は、県内で働くすべての労働者に適用
されます。ただし、別に定める産業に従事する労働者
は、該当する特定 (産業別)最低賃金と岐阜県最低賃
金を比較して、いずれか高い方が適用となります。
（詳細は岐阜労働局HPでご確認ください）

 

地域名 景気全般 個人消費 生産活動 設備投資 企業収益 資金需要 

岐阜 
 

  

 

 

 

西濃 
 

 

 
 

 

 

東濃・可茂 

   

   

飛騨・郡上 

      

４　回 ４ 回 A　　・ホームページへ掲載

　⑴ 調査結果の提供

１．地域経済動向調査トピックス作成

目標 実績 評価項目
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関市西商工会内の飲食店の財務状況、雇用状況、事業承継、販売先・仕入先の動 

向など地域内の事業所における景況動向・経営動向等について調査し、個社の経営

及び事業計画策定の参考資料として活用した。 

    

① 実施状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

② 評価内容 

レポートでの情報提供及び調査としての事業者数、調査回数は目標を達成してい 

るが、実施時期が年末になってしまった。また、調査により当地域における飲食店の

経済動向の現状について把握することができ、分析結果についてはホームページに 

より、広く地域の小規模事業者に資料として提供できた。 

 【 総合評価：Ｂ 】 
 

③ 改善点 

調査時期を早くし、全会員へ配布できるようにする。 

 

 

２．需要動向調査に関すること 

  展示会・商談会開催情報を提供し、参加意欲のある事業者に連絡した。 

  また、地域内にある二ヵ所の道の駅のリニューアルオープンに合わせ、商品・ 

サービスについてのアンケート調査を実施した。 

  当商工会地域内で開催の「関にし秋の祭典 IN武芸川」に合わせ、商品・サービ 

スについて需要動向調査希望者を募集し、自社の商品・製品やサービスに関するア 

ンケート調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　⑵ 調査実施回数 A

A

目標

２０ 者

１ 回

実績 評価

１ 回

２０ 者

項目

　⑶ 調査結果の提供

　　・全会員へ配布 D０ 回１ 回

　　・ホームページへ掲載 A１ 回１ 回

２．関市西地域の景気動向調査回数

　⑴ 調査対象事業者数
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① 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 評価内容 

需要動向調査アンケートについては概ね実施できたが、いずれの項目も目標に達 

することができなかった。 

 【 総合評価：Ｃ 】 
 

③ 改善点 

商工会が関係する展示会等だけでなく、独自で自発的に展示会や商談会へ参加し 

ている企業に対する支援も検討できる。外部機関データを活用した調査は、年度ご 

とに業種を限定して特定の分野に特化する。 

 

 

３．経営状況の分析に関すること 

  記帳機械化を実施している事業者をピックアップし、企業の健康診断ツール「 

 ローカルベンチマーク」を活用。経営状況や財務状況を分析し、課題の抽出を行う 

 ことにより、自社の意識づけを促すと共に、課題解決に向けた提案指導を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目

１．展示会・商談会活用調査

　⑴ 調査対象事業者数 D０　者３０　者

５　者 ２　者 C

目標 実績 評価

　⑵ アンケート調査実施事業者数 ５　者 ４　者 B

　⑴ 展示会・商談会活用調査対象事業者数

２．外部機関が公開するデータを活用した調査数
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① 実施状況 

 

 

 

② 評価内容 

経営分析事業者数については１５０％超えと目標を大きく上回ることができ、記 

帳機械化資料から定量面については分析ができた。しかし、定性面については事業

者との対面が必要となり、数件しか作成されていない。 

 【 総合評価：Ａ 】 
 

③ 改善点 

巡回訪問及び窓口相談時に、定量分析を行った資料を活用し、事業所の状況や経 

営課題を把握し経営分析が必要な事業所のピックアップやその後の専門家派遣へ繋

げるよう工夫する。 

 定量分析のみの事業者は定性的分析も織り交ぜながら課題抽出と効果的な解決策

に繋げていく。 

 

 

４．事業計画策定支援に関すること 

  経営計画作成セミナー・ＤＸ推進セミナー・個別相談会の開催や巡回指導により 

経営計画策定を目指す事業者の掘り起しを行い、経営分析、経済動向調査等の結果 

を踏まえ、経営力の向上を図るため伴走型で事業計画の策定支援を行った。 

 

① 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 評価内容 

国の伴走型補助金を活用し、８月～翌年２月までの計７回専門家による「経営計 

画策定個別相談会」を開催し、事業計画策定等に関する相談が１８件できた。内、事

業承継計画・創業計画については４者の実績があった。 

 事業計画策定セミナーについては、非開催。単独での開催が難しいＤＸ推進セミ

ナーは、広域支援室と連携して開催し２名の参加者であった。 

 【 総合評価：Ｃ 】 

評価

A５１　者

項目

　経営分析事業者数 ３０　者

目標 実績

１　回１　回

　⑵ 内、創業 ２　者 ２　者 A

　⑴ 内、事業承継

評価実績目標

C

１．経営計画策定セミナー

　⑴ 事業計画策定セミナー １　回 ０　回 D

２．事業計画策定事業者数 ２４　者 １３　者 C

　⑵ ＤＸ推進セミナー

２　者３　者

A

項目
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③ 改善点 

事業承継については全会員にアンケート調査を実施しているため、令和６年度は 

引き続き該当される事業者については掘り起こしを行っていく。 

 また、事業計画策定事業者数は、経営分析事業者を計画策定に繋げる意識付けが 

必要と考えられる。 

 

 

５．事業計画策定後の支援実施に関すること 

  事業計画を策定した事業者に対して巡回指導等を実施し、策定した計画が着実に 

実行されているか進捗状況を確認し、伴走型の指導・助言を行い、持続的発展を図 

るため事業計画がスムーズに遂行できるようフォローアップを行った。 

 

① 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 評価内容 

事業計画策定件数が少なかったことから、フォローアップ数についても目標数に 

は届かなかった。 

【 総合評価：Ｄ 】 
 

③ 改善点 

経営発達支援計画に記載のある成長期、成長期にあたる事業者への支援回数を増 

やしていくことで、売上・営業利益率の目標達成を実現する。 

  

 

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

  事業者の販路開拓や新分野に繋がる機会を創出するため、展示会・商談会の開催 

情報を提供し、事業者の出展を促し新たな需要の開拓を支援した。 

  ホームページでは、定期的に物販ブースへの出展社を募集しているイベント等の 

情報を広く発信してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

評価実績目標

５　者

　⑴ 頻度（延べ回数） １００ 回 ４１　回 C

項目

１．フォローアップ対象事業者数

　⑵ 売上増加３業者数

　⑶ 営業利益率 １％以上増加の事業者数

１０　者

５　者

C

１　者

１　者

２４　者

D

D
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① 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 評価内容 

商工会が主体的に進めることができない項目であり、展示会や支援対策などの具 

体的な周知、提案がより強く必要である。専門性の高い分野であり専門家活用の検 

討が必要。 

【 総合評価：Ｄ 】 
 

③ 改善点 

展示会・商談会への急な参加は予算等も含め難しいため、年度当初に事業者から 

 要望調査をするなど計画的に進めなくてはいけない。 

 また、ネットショップ開設に関する情報を提供し、意欲のある事業者には必要に応

じて、ＩＴ専門家を派遣し支援を行う。 

 

 

７．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

  事業評価のＰＤＣＡサイクルを回していくため、「小規模事業者支援評価委員会」 

を設立し、メンバーに商工会正副会長のほか、行政から関市の担当課長・外部有識 

者１名以上を加え、３月に委員会を開催した。 

  評価の結果は理事会に報告し、地域の小規模事業者等が常に閲覧可能な状態にす 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目

１．展示会・商談会・出展事業者数 C

０　件

２　者

２．物販ブース出店事業者数 １　者 ０　者

C２　者５　者

D

評価実績目標

　⑴ 成約件数 D１　件

３　者

　⑴ 売上額

４．ＥＣサイト利用・ネットショップ開設・ＩＴ活用者数

３万円 ０万円 D

３　者 ０　者 D

３．ＳＮＳ活用事業者数

　⑴ 売上増加率 D０　者5%
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① 実施状況 

 

 

 

 

 

 

② 評価内容 

支援評価委員会を初めて開催することができた。 

【 総合評価：Ａ 】 
 

③ 改善点 

経営発達支援計画の内容・理解を深め、より良い支援を実現するための意見交換 

を実施する。 

 

 

８．経営指導員等の資質向上等に関すること 

  岐阜県商工会連合会及び外部団体が開催する研修会に参加し、職員全体の資質向 

 上に繋げることができた。また、職員間では定期的な情報共有をすることができた。 

 

① 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 評価内容 

研修会などへの積極的な参加がされている。 

【 総合評価：Ａ 】 
 

③ 改善点 

研修会で学んだことを支援に活かすことができるように個々の意識を高めてい 

 くことを志す。 

 

項目

１．支援評価委員会の開催

２．ホームページへの掲載 １　回 ー ー

１　回

目標

A

評価

１　回

実績

２．職員間での情報共有 月 １　回 月１回以上 A

３．基幹システムの有効活用 随時 随時 A

　⑵ＢＣＰ策定セミナーに参加 １　回 １　回 A

　⑶ＤＸ推進セミナーに参加 　 １　回 １　回 A

　⑴県連合会及び外部団体開催研修会に参加   ５　回 ５　回 A

項目 目標 実績 評価

１．研修会に積極的に参加する


